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「自動車の不法投棄防止とリサイクル促進のための抹消登録制度等の改正試案」

に関する意見募集の結果について
平成１４年３月１４日

国土交通省自動車交通局

技 術 安 全 部 管 理 課

Ｉ．実施期間及び方法
（１）実施期間 平成１３年１０月１９日（金）～１１月１６日（金）

（２）実施方法 記者発表及び国土交通省ホームページへの掲載によって周知を図り、

パブリックコメントを募集しました。

II．意見募集の到着件数
１４２ 件

III．意見募集結果の概要
「自動車の不法投棄防止とリサイクル促進のための抹消登録制度等の改正試案」に関し

て以下のような意見を頂きました。１つの意見が複数の事項に触れている場合には重複し

てカウントしているため到着件数の合計とは一致しません。

１．解体等の適正な最終処理をすべて陸運支局が確認することに関する意見

○手続や必要書類については、簡素化するべき（２３件）

○一時抹消登録後の手続を義務付けたとしても手続を励行させることは困難（２件）

等

［見解等］ 自動車の不法投棄防止及びリサイクル促進の観点から、一時抹消登録後

の解体や輸出についても届出等の手続をしなければならないこととしてい

ますが、届出事項は必要不可欠なものに限定しています。また、自動車保

有手続のワンストップサービス化に伴う新たな電子申請方式の導入によ

り、誰もが簡単に手続ができるように検討します。

２．解体等に係る手続の際の使用済自動車管理票（マニフェスト）の提出に関する意見

○マニフェストの電子化が必要（３７件）

、 、○引取者が手続を行うとすると マニフェストの発行等の手続において時間がかかり

自動車税等の還付額にも影響するので （郵送等による手続も含め）マニフェスト、

の発行・提出手続の簡素化が必要（３０件）

○マニフェスト交付情報と抹消手続完了情報をリンクさせる仕組みを構築し、抹消

登録手続懈怠引取者に対して厳罰を課す仕組みが必要（１４件）

○マニフェストが解体事業者からシュレッダー事業者へ交付される時点で手続ができ

るようにするべき（９件）

○リサイクルシステムと抹消手続をリンクさせることが大切であり、それにより適

正処理促進・不法投棄防止の相乗効果が考えられる（６件）

○真面目な再資源化事業者へリサイクル費用支払いが円滑に行われるようにするべ

き（５件）



○抹消登録の手続後に、マニフェストによる適正処理の確認をすればいい（１件）

等

［見解等］ 使用済自動車の適正処理の確保やリサイクル費用の支払いのためのマニ

フェストについては、使用済自動車の再資源化等に関する法律において定

められますが、電子マニフェストの導入、情報管理センターによる解体に

係る情報の一元的管理等が予定されています。このことから、引取業者、

解体業者、破砕業者等から情報管理センターへの報告、情報管理センター

における解体に係る記録、情報管理センターから陸運支局等への通知は電

子的手続によりなされる予定であり、引取業者におけるマニフェストの発

行手続、陸運支局等における適正処理の確認等がこれまでよりも迅速かつ

円滑に行われるものと考えております。

３ 「陸運支局による自動車の把握終了手続は、使用済自動車の適正処理を図る上で適切．

な事務処理が可能な者が行うこと」に関する意見

○引取者だけでなく、最終ユーザーも手続ができるようにするべき（２４件）

○引取者が手続を行うべきだが、従来どおりの商慣習を尊重し、手続費用を徴収でき

るようにすべき（７件）

○最終ユーザーも手続できるとした場合、電子マニフェスト情報をどのように最終

ユーザーに提供し、誰が手続を完了するのかの仕組みについて議論が必要（２件）

［見解等］ 上記２．の見解のとおり、解体記録については情報管理センターが一元

的に管理し、最終所有者にも同センターの解体記録が伝わる仕組みとなり

ますので、最終所有者が手続を行う義務者となります。なお、引取者は最

終所有者から委託を受けて手続を行うことができます。

４ 「長期間にわたり中古新規、解体、輸出のいずれもされない運行停止中の自動車の所．

有者が、自動車の所在を陸運支局に証明すること」に関する意見

○所在地の証明が形式的なものであると、実際には不法投棄されてしまうので、実質

的な所有者の確認ができる仕組みが必要（１３件）

○一定期間ごとに所在証明する期間は適切なものとするべきで、１年が妥当（９件）

○申告手続は簡便な方法とすべき（４件）

○何をもって所在を証明するのか不明（４件）

○一定期間は６ヶ月ごととするべき（１件）

等

［見解等］ ご意見を踏まえ、

①一時抹消登録又は一時的な自動車検査証の返納の後であっても、当該

自動車の所有者は、任意に、所有者が変更した旨の届出をして自動車登録

ファイル又は軽自動車検査ファイルにその旨の記録を受けることができる

こととしますので、所有者の確認がこれによって可能となります。この届

出をしない場合には、旧所有者は、契約書、譲渡証明書の写しその他の所

有権が新所有者に移転したことを証明できる書類等を一定期間保管しなけ

ればならないこととします。

②また、陸運支局等は、情報管理センターの管理する解体記録によって

陸運支局等が最終所有者の解体届出の履行状況を知ることができる仕組み

等を活用して、解体に係る届出義務が履行されていないおそれがある場合

に所有者等に対する催告その他の措置をとることができることとします。



５．輸出を原因とした自動車の把握終了の類型を設けることに関する意見

○輸出抹消登録後、通関しない場合は所在が不明になるため、制度を確実に機能させ

るためには事後的なチェック体制、追跡できる仕組みが必要（１６件）

○輸出抹消制度の整備は必要であり、賛成（８件）

○手続後にリサイクル費用を不正請求したり、不法投棄する可能性がある（２件）

○輸出抹消をした自動車の所有者が再度国内で運行できる手続が必要（１件）

等

［見解等］ 中古自動車を輸出しようとする場合は、あらかじめ輸出抹消仮登録（一

時抹消後の輸出、検査対象軽自動車等の輸出については、輸出予定届出）

の手続をしなければならないこととします。最終的に輸出の事実を陸運支

局等が税関に確認することとしていますので、手続後の自動車が行方不明

になることはありません。輸出抹消仮登録後に輸出を取りやめた自動車に

ついても、登録手続をすることにより再度国内で運行できます。なお、輸

出申告の際に正規の輸出抹消仮登録証明書等を税関に提示することを義務

付けることにより、盗難車の輸出防止にも有効であると考えております。

６．使用停止中の自動車の所有権が移転した場合に逐一陸運支局が把握（移転登録等）す

ることに関する意見

○中古車販売やオークション等の流通業務を阻害しない仕組みであれば、所有権移転

を逐一把握するべき（１６件）

○事後的に最終名義人から順に所有者を追う方法では、倒産・失踪等で追跡できない

ことが十分考えられることから、全ての自動車に所有権移転を義務付けることによ

り、不法投棄の防止を図るべき（１件）

等

［見解等］ ご意見を踏まえ、中古車販売等の流通業務を阻害しないよう、上記４．

の手法により、手続が履行されない自動車を追跡できる仕組みとします。

７．自動車検査証の有効期間が切れたまま登録を残した自動車に関する意見

○所在の確認をしないまま行っている職権抹消の運用ルールを見直すべき（８件）

、 、○車検切れでの放置車を職権抹消することは それによる不法投棄が懸念されるため

所在が追跡できる仕組みの整備等対策が必要（６件）

等

［見解等］ 情報管理センターの解体記録等の情報に基づいて、自動車の所在の確認

を行うとともに、登録ファイルの正確な記録の確保を図ります。

８．軽自動車の場合の改正に関する意見

○軽自動車も登録車と同様の制度（自動車検査証返納制度）を活かした簡便な制度が

必要（１３件）

等

［見解等］ 軽自動車については、登録自動車と同様に所有者に解体等に係る届出を

義務付けるとともに、現在利用されている流通確認制度を活用して、不法

投棄防止、適正処理の促進を図ることとします。

９．その他

○不法投棄対策は環境省・総務省等の関係省庁、自治体との連携が必要（１８件）

○不法投棄対策の違反者には厳罰が必要（罰則の強化 （１１件））



○二輪車については、四輪とリサイクルプロセスが大きくことなることから自主行動

プログラムの策定が予定されており、抹消登録手続もそれに対応した手続とすべき

（７件）

○不法投棄防止のための監視体制の整備が必要（５件）

等

［見解等］ 関係行政機関と連携して不法投棄対策を講じることとします。二輪自動

車については、四輪自動車の流通実態との違いを踏まえ、自主行動プログ

ラムに対応した手続を求めることとしています。


